
地域提案型

平成20年度 採択内定案件

I．提案事業の概要

1．国名 インドネシア

2．事業名 インドネシアの中⼭間地における地盤災害防災技術の能⼒開発事業

3．事業の背景と必要性 活⽕⼭が連なるインドネシアでは急峻な斜⾯地形が多く斜⾯災害を含む地盤災害が絶えない。これは⼈⼝増加と開発に伴う⼟地利⽤の急変に基づ
くが、近年救助の⼿が届かない中⼭間地において地すべり等の災害が増加している。このため多数の⼈命や⼟地、家屋、資産が失われ、しかも環
境破壊が著しい。これに対し、防災対策は遅々として進んでおらず、しかも環境保全や⾃然災害防災意識も⼗分ではなく、災害発⽣機構の究明や
防災対策に関する教育研究機関の⼈材不⾜並びに災害予知に対する観測機器設置の⽴ち後れがみられる。こうした災害現象が深刻化してきたた
め、元JICA専⾨家でインドネシアでの調査研究及び防災講義の経験をもつ秋⽥⼤⾮常勤講師を通じ、秋⽥⼤学地球資源学科岩⽯学・災害科学研究
室に技術協⼒と⼈材育成の要請があった。このような背景から本事業を⽴ち上げる必要があった。

4．事業の⽬的 インドネシアの約60％の⼈⼝が集中するジャワ島では地すべり災害も80％以上を占める。このため、ジャワ島での防災教育、コミュニティー活動
を⾏うこととする。特に地すべり危険度の⾼い地域を選定し、そこに⽇本⼈技術者が地すべりモニタリングシステムを設置する。また、相⼿国研
修員らが予め⼟地利⽤、観測機器設置、観測等について打ち合わせし、地域住⺠にこの作業を理解してもらうセミナーを開く。⽇本⼈技術者の帰
国後は研修員らが観測を⾏う。また観測データを通じて、地域住⺠に派遣専⾨家並びに研修員が災害予知についてセミナーを⾏い防災から⾃らの
⽣命、財産を守るコミュニティー作りを⾏い、⼟地にあった防災活動を定着させる。

5．対象地域 バンドン、ジョクジャカルタ、スマラン

6．受益者層（⼈数規模） いずれの対象地域も⾼速道路沿いの中⼭間地にある。

⾼速道路に沿う集落で、少なくとも1集落は100⼈以上の住⺠が暮らしている。

7．活動及び期待される成果 1. 秋⽥県内の斜⾯災害と対策現場及び関連施設の視察。
2. 上記1．と秋⽥⼤学におけるセミナ­。地すべりデ­タ解析⼿法の習得によりインドネシアの防災体制のあり⽅が再検討できる。
3. C/P機関職員。研修員の指導を通じインドネシアにおける斜⾯災害危険地域における防災システムの構築。観測法。システムの維

持、管理法が習得できるので住⺠によるコミュニテイーの⾃主防災意識が促進される。

8．実施期間 平成21年4⽉〜平成24年3⽉

9．事業の実施体制 秋⽥⼤学が実施主体となり、インドネシアのC/P国⽴機関（インドネシア国⽴科学研究所、バンドン⼯⼤など）と地盤災害特に斜⾯災害に関する
技術交流を⾏う。この時、インドネシア側から毎年2週間2〜3⼈の研修員が来⽇し⽇本の防災対策技術を習得する。⼀⽅、⽇本側から専⾨家2名が
年3回に分けて現地でセミナーを⾏い防災対策技術の伝授指導に当たる。

II．実施団体の概要

1．団体名（提案⾃治体） 秋⽥県、秋⽥⼤学（秋⽥県）

2．対象国との関係、協⼒実績 本案件実施主体の秋⽥⼤学は。平成13年以来インドネシアにおける⾃然災害関連の国際会議を⽀援し、平成17年には論⽂編纂委員として貢献。さ
らにバンドン⼯⼤、ガジャマダ⼤等で防災講義を⾏うほか、インドネシアで災害調査、資料収集を⾏い、国際専⾨誌、⽇本の学会誌等に多数の研
究論⽂を発表する等の協⼒実績がある。


